
 

 

委 託 契 約 書 （案） 

 

    

 

１ 委託業務の名前  調整給付金（不足額給付）給付事業運営業務委託 

 
２ 業 務 場 所  大和高田市役所（２階 市民活動室）大和高田市大字大中９８番地４ 

 

３ 契 約 期 間  契約締結日から令和７年９月３０日まで 

 

４ 業 務 委 託 料    総額 金         円（消費税等含む） 

 

５ 契 約 保 証 金    免 除 

 

上記の業務について、委託者 大和高田市（以下「甲」という。）と受託者        

（以下「乙」という。）との間において、各々の対等な立場における合意に基づいて、別添の条項によ

って公正な委託契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

本契約の証として本書２通を作成し、甲及び乙が記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

令和７年  月  日 

 

（甲） 住所  奈良県大和高田市大字９８番地４ 

     

         氏名    大和高田市 

             大和高田市長 堀 内 大 造        （印） 

 

           (乙) 住所   

 

         氏名   

                              （印） 

 

 

 

 

 

収入印紙 



 

 （総則）  

第１条 甲は、委託業務を乙に委託し、乙はこれを受託する。  

２ 甲及び乙は、以下に定める条項の信義を重んじ、誠実に契約を履行しなければならな  

い。  

３ 乙は、この契約書に定めるほか、別紙調整給付金（不足額給付）給付事業運営業務委

託仕様書（以下「仕様書」という。）に従い、日本国の法令を遵守し、この契約（こ

の契約書及び仕様書を内容とする業務の委託契約をいう。以下同じ。）を履行しなけ

ればならない。  

４ 乙は、契約書記載の業務（以下「業務」という。）を契約書記載の履行期間（以下  

「履行期間」という。）内に完了し、甲は、その業務委託料を支払うものとする。  

 （権利義務の譲渡等の禁止）  

第２条 乙は、この契約により生じる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させては  

ならない。ただし、あらかじめ、甲の承諾を得た場合は、この限りでない。  

 （再委託等の禁止）  

第３条 乙は、委託業務の全部を一括して第三者に委託してはならない。  

２ 乙は、委託業務の一部を乙以外の第三者に委託することができる。この場合におい

て、乙は、当委託に係る業務遂行能力を持つ者を責任を持って選定することとし、事

前に書面にて甲の承認を得なければならない。  

３ 乙は、前項に基づき甲の承認を求める場合は、再委託の内容、再委託先、その他再委

託先に対する管理方法等を書面で提出しなければならない。  

４ 第２項の規定により乙から委託を受けた者は、本委託契約により乙が履行すべき義務

と同等の義務を負うものとし、乙は、その旨明記した書面を乙及び当該委託業務を受

けた者との連名で甲に提出しなければならない。  

 （一般的損害）  

第４条 業務を行うにつき生じた損害（次条第１項、第２項若しくは第３項又は第９条に

規定する損害を除く。）については、乙がその費用を負担する。ただし、その損害のう

ち甲の責めに帰すべき事由により生じたものについては、甲が負担する。  

 （第三者に及ぼした損害）  

第５条 業務を行うにつき第三者に及ぼした損害について、当該第三者に対して損害の賠

償を行わなければならないときは、乙がその賠償額を負担する。  

２ 前項の規定にかかわらず、同項に規定する賠償額のうち、甲の指示、貸与品等の性状



 

その他甲の責めに帰すべき事由により生じたものについては、甲がその賠償額を負担す

る。ただし、乙が、甲の指示又は貸与品等が不適当であること等甲の責めに帰すべき事

由であることを知りながらこれを通知しなかったときは、この限りでない。  

３ 前２項の場合その他業務を行うにつき第三者との間に紛争を生じた場合においては、

甲及び乙は協力してその処理解決に当たるものとする。  

 （不可抗力による契約不履行）  

第６条 乙は、天災その他の不可抗力により、その責めに帰すことができない事由により

契約の全部又は一部を履行することができないときは、甲の承認を得て、当該部分につ

いての義務を免れるものとし、甲は当該部分について、委託料の支払いを免れるものと

する。  

 （検査及び引渡し）  

第７条 乙は、業務を完了したときは、業務完了報告書を甲に提出するものとする。  

２ 甲は、前項の規定による業務完了報告書の提出を受けたときは、提出を受けた日から

１０日以内に、業務の完了を確認するための検査を行うものとする。 

 （業務委託料の支払）  

第８条 乙は、前条第２項の検査に合格したときは、業務委託料の支払を請求することが

できる。  

２ 甲は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から３０日以内に業務

委託料を支払わなければならない。  

３ 甲がその責めに帰すべき事由により前条第２項に規定する期間内に検査を完了しない

ときは、その期限を経過した日から検査を完了した日までの期間の日数は、前項に規定

する期間（以下「約定期間」という。）の日数から差し引くものとする。この場合にお

いて、その遅延日数が約定期間の日数を超えるときは、約定期間は、遅延日数が約定期

間の日数を超えた日において満了したものとみなす。  

 （契約の解除）  

第９条 甲は、乙からの契約の解除の申入れがあった場合のほか、次の各号のいずれかに

該当するときは、契約を解除することができる。  

（１） 乙が正当な理由がなくこの契約に定める義務を履行せず、又は履行する見込

みがないことが明らかになったとき。  

（２） 乙が契約の締結又は履行につき不正の行為があったとき。  

（３） 乙が正当な理由がなく契約の履行のため甲が行う監督及び検査等に対し、妨



 

害及び指示に従わない等の協力義務に反する行為をしたとき。  

（４） 乙が次のいずれかに該当するとき。  

ア 役員等（法人にあっては役員（非常勤の者を含む。）、支配人又は支店若しく

は営業所（常時契約に関する業務を行う事務所をいう。以下同じ。）の代表者を

、法人格を持たない団体にあっては法人の役員と同等の責任を有する者を、個人

にあってはその者、支配人又は支店若しくは営業所の代表者をいう。以下この号

において同じ。）が暴力団員（大和高田市暴力団排除条例（平成２３年条例第２

２号。以下「暴力団排除条例」という。）第２条第２号に規定する暴力団員をい

う。以下同じ。）であると認められるとき。  

イ 暴力団（暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

又は暴力団員が経営に実質的に参加していると認められるとき。  

ウ 役員等がその属する法人若しくは法人格を持たない団体、自己若しくは第三者

の不正の利益を図る目的で、又は第三者に損害を与える目的で、暴力団又は暴力

団員を利用したと認められるとき。  

エ 役員等が暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等

直接的若しくは積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与していると認

められるとき。  

オ 役員等が暴力団員であることを知りながらその者を雇用又は使用していると

き。  

カ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認

められるとき。  

キ 下請契約、購入契約その他の契約（以下「下請契約等」という。）に当たり、

その相手方がアからカまでのいずれかに該当することを知りながら、当該相手方

と契約を締結したと認められるとき。  

ク 下請契約等に当たり、アからカまでのいずれかに該当する者と知らずにその相

手方としていたことが認められる場合において、甲から当該契約の解除を求めら

れて、これに従わなかったとき。  

ケ 契約を履行するに当たり、暴力団又は暴力団員から不当介入を受けたにもかか

わらず、遅滞なくその旨を甲に報告せず、又は警察に届け出なかったとき。  

（５） 前各号に定めるもののほか、この契約条項に違反したとき。  

（違約金）  



 

第１０条 前条の規定により契約を解除した場合、甲は、乙に対し、契約金額から既済部

分又は既納部分の額を差し引いた額の１００分の１０に相当する額を違約金として徴

収するものとする。  

（談合等による解除）  

第１１条 甲は、乙がこの契約に関して次の各号のいずれかに該当する場合は、この契約

を解除することができるものとする。  

（１） 公正取引委員会が乙に違反行為があったとして私的独占の禁止及び公正取引

の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。

）第４９条に規定する排除措置命令（排除措置命令がされなかった場合にあっ

ては、同法第６２条第１項に規定する課徴金納付命令）が確定したとき。  

（２） 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又はその使用人）が刑法（明治４

０年法律第４５号）第９６条の６の規程に違反し、同条の規定による刑が確定

したとき。  

（３） 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又はその使用人）の刑法第１９８

条の規定による刑が確定したとき。  

２ 甲は、前項の規定による契約解除をした場合において、乙に損害が生じてもその責め

を負わない。  

（賠償金）  

第１２条 前条第１項各号のいずれかに該当するときは、乙は、甲が契約を解除するか否

かにかかわらず、賠償金として契約金額の１００分の２０に相当する額を支払わなけ

ればならない。当該契約を履行した後も、同様とする。  

 （秘密の保持）  

第１３条 乙は、この契約の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。  

２ 乙は、委託業務の処理に伴い甲より提供を受けた資料等を適切に管理するとともに、  

委託業務の処理終了時には、甲より提供を受けた資料等を速やかに返還しなければな

らない。ただし、甲が別に指示したときは当該方法によるものとする。  

３ 本条の規定は、この契約期間の満了後及び契約解除後も同様とする。  

（個人情報の保護）  

第１４条 乙は、この契約による事務を処理するための個人情報の取扱いについては、 

別記「個人情報取扱特記事項」を守らなければならない。  

（管轄裁判所） 



 

第１５条 この契約に関する訴訟については、甲の事務所の所在地を管轄する裁判所を専

属的合意管轄裁判所とする。  

 （協議事項）  

第１６条 この契約に定めのない事項又はこの契約の履行における疑義については、必要

に応じて甲と乙とが協議して定める。  

（補足）  

第１７条 乙は、この契約書に定めるもののほか、大和高田市契約規則（平成１１年規則

第９号）、大和高田市会計規則（平成１１年規則第５９号）その他関係法令の定める

ところに従わなければならない。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 



別記 

個人情報取扱特記事項 

（基本的事項） 

第１ 乙は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）（以下「法」という。）

及び大和高田市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年条例第２０号）の趣旨を踏

まえ、個人情報の重要性を認識し、この契約による事務の実施に当たっては、個人の権利利

益を侵害することのないように、個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

（秘密の保持） 

第２ 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報を他に漏らしてはならない。この

契約が終了し、又は解除された後においても、また同様とする。 

（収集の制限） 

第３ 乙は、この契約による事務を行うために個人情報を収集するときは、当該事務の目的を

達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。 

（目的外利用・提供の禁止） 

第４ 乙は、甲の指示がある場合を除き、この契約による事務に関して知り得た個人情報を契

約の目的以外の目的に利用し、又は甲の承諾なしに第三者に提供してはならない。 

（個人を特定できる情報等の持ち出しの禁止） 

第５ 乙は、この契約による事務に関して知り得た法第２条に定められた特定個人情報及び行

政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条に定められた

個人番号（以下「特定個人情報等」という。）を市役所内から持ち出してはならない。 

（漏えい、滅失及びき損の防止） 

第６ 乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失及びき損（以下

「漏えい等」という。）の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなけ

ればならない。 

（従事者の監督及び教育） 

第７ 乙は、この契約による事務を処理するために取り扱う個人情報の適切な管理が図られる

ように、従事者に対して必要かつ適切な監督を行うとともに、関係法令、内部規程等につい

ての教育を行わなければならない。 

２ 乙は、この契約による事務に従事している者に対し、在職中及び退職後においても当該契

約による事務に関して知り得た個人情報を他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはなら

ないこと、個人情報の違法な利用及び提供に対して罰則が適用される可能性があることその

他個人情報の保護に関して必要な事項を周知しなければならない。 



（複写又は複製の禁止） 

第８ 乙は、この契約による事務を処理するために甲から引き渡された個人情報が記録された

資料等を甲の承諾なしに複写し、又は複製してはならない。 

（再委託における条件） 

第９ 乙は、甲の許諾を得た場合に限り、個人情報を取扱う事務の全部又は一部を第三者に再

委託をすることができる。 

（資料等の返還等） 

第１０ 乙は、この契約による事務を処理するために、甲から提供を受け、又は乙自らが収集

し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、この契約の完了後、直ちに、甲に返

還し、又は引き渡すものとする。ただし、甲が別に指示したときは、当該指示に従うものと

する。 

（個人を特定できる情報等を取り扱う従業者の明確化） 

第１１ 乙は、その従業者に特定個人情報等を取り扱わせるに当たっては、必要最小限の従業

者に限るとともに、特定個人情報等を取り扱う従業者及びその取り扱う特定個人情報の範囲

を明確にするものとする。 

（取扱状況等についての指示等） 

第１２ 甲は、必要があると認めるときは、随時、個人情報の取扱状況及びこの契約の遵守状

況について、乙に対して必要な指示を行い、若しくは、報告又は資料の提出を求め、又は実

地の調査をすることができる。これについて、乙は、拒むことができない。 

（事故発生時における報告） 

第１３ 乙は、個人情報の漏えい等その他のこの契約に違反する事態が生じ、又は生ずるおそ

れのあることを知ったときは、速やかに、甲に報告し、必要な調査、再発防止のための措置

等について甲の指示に従うものとする。 

（損害賠償等） 

第１４ 乙は、その責めに帰すべき事由により、この契約による事務の処理に関し、甲又は第

三者に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。再委託先の責めに帰すべ

き事由により、甲又は第三者に損害を与えたときも、また同様とする。 

２ 甲は、乙がこの個人情報取扱特記事項の内容に反していると認めるときは、契約の解除又

は損害賠償の請求をすることができるものとする。 


